
静岡市青年等就農計画認定要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、静岡市（以下「市」という。）が定める農業経営基盤の強化の促進に関す 

る基本構想（以下「基本構想」という。）に基づき、新たに農業経営を営もうとする青年等が 

策定する青年等就農計画（以下「就農計画」という。）の認定について、法令その他別に定め

があるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（認定の方法） 

第２条 就農計画の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、就農計画の作成段 

階から、認定農業者協会、農業協同組合、農業委員会事務局、県、市等で構成する静岡市担 

い手育成総合支援協議会（以下「担い手協議会」という。）による指導、助言を受けるよう努 

めるものとする。 

２ 申請者は、青年等就農計画認定申請書（以下「申請書」という。）に所定の事項を記入し、

市長に提出するものとする。 

また、静岡県農業経営改善関係資金基本事務取扱要綱第２の１で定める農業近代化資金、 

経営体育成強化資金及び青年等就農資金を借り受けようとする場合は、同要綱で定める経営

改善資金計画書に所定の事項を記入し、申請書と併せて市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前号の申請書を受け取った後、就農計画の認定または却下を行い、その旨を速や 

かに申請者に対し通知するものとする。 

４ 前号と併せ、認定した場合は、認定書及び申請書の写しを添え、農業協同組合、農業委員 

会、県、県青年農業者等育成センター、日本政策金融公庫に通知するものとする。 

（申請者の要件） 

第３条 申請者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

（１）市内において、新たに農業経営を営もうとする者で、就農計画を作成し、その計画達成

の意思がある青年等（農業経営を開始して５年以内の者を含む）であり、次のいずれかに該

当する者とする。なお新たに農業経営を営もうとする青年等の年齢は、農業経営の開始時の

年齢とする。ただし法人にあっては、登記日における役員の年齢とする。 

 ア 18歳以上 45歳未満の者 

ただし、農業経営基盤強化促進法基本要綱第５の２第３項（１）のアに定めのある青年 

  の範囲を満たす者については 50歳未満とする。 

 イ 65歳未満であって次のいずれかに該当する者 

（ア）商工業その他の事業の経営管理に３年以上従事した者 



（イ）商工業その他の事業の経営管理に関する研究又は指導、教育その他の役務の提供の事 

業に３年以上従事した者 

（ウ）農業又は農業に関連する事業に３年以上従事した者 

（エ）農業に関する研究又は指導、教育その他の役務の提供の事業に３年以上従事した者 

（オ）（ア）から（エ）までに掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

 ウ ア又はイに掲げる者であって当該法人が営む農業に従事すると認められる者が役員の過 

半数を占める法人。 

（就農計画の認定申請） 

第４条 第２条第２項で定める申請書は、（１）から（12）に定める書類とする。なお、就農計 

画の認定と併せて、農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成 24年４月６日付け 23経営

第 3543号農林水産事務次官依命通知）別記１の第２による農業次世代人材投資資金（経営開

始型）の交付を希望する者は、（13）から（18）に定める書類を追加する。 

（１）青年等就農計画認定申請書（様式第１号） 

（２）青年等就農計画（様式第２号） 

（３）収支計画（様式第３号） 

（４）履歴書（様式第４号） 

（５）個人情報に関する同意書（様式第５号） 

（６）住民票 

（７）就農地の農地貸借に係る契約書写し 

（８）就農（予定）地の地図 

（９）法人の場合は、法人登記簿謄本及び定款の写し 

（10）夫婦等で共同申請する場合は、家族経営協定書の写し 

（11）他市町村で認定を受けた認定新規就農者である場合、青年等就農計画認定書写し及び認

定を受けた青年等就農計画写し 

（12）その他、市長が必要と認める書類 

（13） 青年等就農計画追加資料（様式第６号） 

（14） 申請書の提出以前に農業経営を開始している場合、農業経営を開始した時期を証明する 

書類（農地等の経営資産の取得時期がわかる書類） 

（15） 申請書の提出以前に親族の農業経営に従事しており、親族の農業経営を継承する場合 

は、従事していた期間が５年以内であることを証明する書類（過去の経歴を証明する書類） 

（16） 農地及び主要な農業機械・施設の一覧及び契約書等の写し 



（17） 営農口座通帳の写し 

（18） 前年の世帯全員（本人のほか、同居または生計を一にする別居の配偶者、子及び父母） 

の所得を証明する書類（源泉徴収票、所得証明書等） 

（就農計画認定の基準） 

第５条 就農計画認定の基準は、次の各号すべてを満たすこととする。 

（１）申請のあった就農計画が、市が定めた基本構想に照らし適切であること。 

（２）その計画が、農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切であること。 

（３）その計画の達成される見込みが確実であること。 

（就農計画の審査） 

第６条 市長は第２条第２項で定める認定申請があった場合には、その内容について審査する。 

なお、審査は、担い手協議会によるものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、認定する場合は、申請者に対し青年等就農計画認定書（様式 

 第７号）を交付するものとし、また却下する場合は、却下の理由を付し申請者に通知するも 

 のとする。 

（認定の有効期間） 

第７条 市長が認定した就農計画の有効期間は、認定した日から起算して５年とする。ただし、 

既に農業経営を開始した者にあっては、農業経営を開始した日から起算して５年を経過した 

日までとする。 

２ 就農計画の認定を受けた者「以下「認定新規就農者」という。」が、就農計画の有効期間内 

 に農業経営改善計画を作成し、認定を受け、認定農業者になった場合には、経営改善計画の 

認定の日をもって、当該就農計画の効力を失ったものとする。 

（就農計画の変更） 

第８条 認定新規就農者が、次の各号に該当する就農計画の変更を行う場合は、青年等就農計

画変更申請書（様式第８号）に必要な書類を添付して、市長に申請するとともに、市長の認

定を受けなければならない。 

（１）営農部門 

（２）就農地 

（３）所得目標又は年間農業従事日数において、２割以上の増減を伴う変更の場合 

（４）資金計画 

２ 就農計画変更の申請及び手続は、就農計画の認定に準じて行うものとする。 

（報告） 



第９条 認定新規就農者のうち認定後に農業経営を開始する者は、農業経営開始後速やかに、 

農業経営開始届出書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 認定新規就農者で農業次世代人材投資資金（経営開始型）の交付を受けた者は、交付期間

及び交付期間終了後５年間、毎年、７月、１月にその直前の６ケ月分報告として、次の各号

に定める書類を市長に提出しなければならない。 

（１）就農状況報告書（様式第 10号） 

（２）作業日誌（様式第 11号） 

（３）決算書（様式第 12号） 

（４）前年の確定申告書写し 

（５）前年の所得証明書 

（６）農地貸借に係る契約書写し 

（７）営農口座等、通帳の写し 

（８）その他、市長が必要と認める書類 

 （農業経営の中止又は休止） 

第 10条 認定新規就農者は、就農計画の計画期間に病気、災害等やむを得ない理由等により農

業経営を中止する場合は、青年等就農計画中止届（様式第 13号）を、農業経営を休止する場

合は、青年等就農計画休止届（様式第 14号）を市長に提出しなければならない。 

（住所等の変更） 

第 11 条 認定新規就農者は就農計画の計画期間、認定新規就農者で農業次世代人材投資資金

（経営開始型）の交付を受けた者は、交付期間及び交付期間終了後５年間に、氏名、居住地

や電話番号等を変更した場合は、変更後１ケ月以内に住所等変更届（様式 15号）を市長に提

出しなければならない。 

（認定の取り消し等） 

第 12条 市長は、認定新規就農者が次の各号の事項に該当する場合は、青年等就農計画取消 

通知書（様式第 16号）により通知し、就農計画の認定を取り消すものとする。 

（１）第 10条による中止届または休止届の提出がなく農業経営の中止、休止を確認した場合。 

（２）農業経営の成果が上がっておらず、その改善が見込まれないと判断した場合。 

（３）周辺農業者の農業経営に悪影響を与えていることを確認した場合。 

（４）その他、市長が適切でないと判断した場合。 

（その他必要な措置） 

第 13条 申請者は、就農計画による経営の展開地が他市町村を含むものである場合は、当該市 



町村において、当該市町村で定める就農計画の認定申請を行う必要がある。 

（雑則） 

第 14条 この要領に定めるもののほか、就農計画の認定について必要な事項は別に定めるこ 

とができるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、平成 26年 10月１日から施行する。 

 附 則 
（施行期日） 

この要領は、平成 28年４月１日から施行する。 
附 則 
（施行期日） 

この要領は、平成 30年４月２日から施行する。 

附 則 
（施行期日） 

この要領は、平成 30年 10月９日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

この要領は、平成 31年４月１日から施行する。 


